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防衛省が開発等を行った装備品等の部外転用における利用料の算定

要領について（通知）

標記について、防衛省が開発等を行った装備品等の部外転用に係る技術資料等

の利用等に関する手続について（防装庁（事）第２９１号。３０．８．８）第９

項第２号の規定に基づき、別紙のとおり定めたので、通知する。

なお、防衛省開発航空機等の民間転用における利用料の算定要領について（装

装装第１０４号。２７．１０．１）は廃止する。
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別紙

防衛省が開発等を行った装備品等の部外転用における利用料の算定要領

１ 趣旨

この要領は、防衛省が開発等を行った装備品等の部外転用に係る技術資料等

の利用等に関する手続について（防装庁（事）第２９１号。３０．８．８。以

下「通達」という。）第９項第２号の規定に基づき、防衛省が開発等を行った

装備品等の部外転用における利用料の算定方法について、必要な事項を定める

ものとする。

２ 用語の意義

この要領に掲げる用語の意義は、通達に定めるもののほか、次の各号に定め

るところによる。

⑴ 契約企業 部外転用契約を締結した企業をいう。

⑵ 補用品等 装備品等を使用するに当たって必要な製品及び部品であって、

当該部外転用装備品等の原型となった装備品等（以下「防衛省装

備品等」という。）の開発過程等で独自に製造した製品及び部品

のうち、契約企業が生産可能なものをいう。

３ 利用料の計算

利用料は、次の計算式により、その額を計算するものとする。

利用料（円）＝基本額（円）×利用料率（パーセント）

４ 基本額の計算

⑴ 前項の計算式における基本額は、次のいずれかの計算式によって、部外転

用契約に定めるものとする。

ア 基本額（円）＝部外転用装備品等及び補用品等の前年度の売上金額

イ 基本額（円）＝部外転用装備品等及び補用品等の前年度の販売利益金額

⑵ 前号の計算式における売上金額及び販売利益金額は、次の計算式により、

その額を計算するものとする。

売上金額（円）＝販売単価×販売数量

販売利益金額（円）＝売上金額－経費

⑶ 当該契約期間中における第１号で定めた基本額の計算式の変更は、原則と

して認めないものとする。

⑷ 第２号の計算式における販売単価は、公租公課、運送費、梱包費、保険料

を含まない正味の販売価格である工場出荷価格又はグループ出荷額のいずれ

かを使用することを基本とする。ただし、契約企業が自社で保有する部外転

用装備品等を第三者に売却する場合は、減価償却を行った上で販売単価を算

出するものとする。



⑸ 第２号の計算式における経費に関し、次に掲げる事項について、部外転用

契約に定めるものとする。

ア 公認会計士又は監査法人による監査の下で契約企業が算出した価格を防

衛省に報告すること

イ 必要に応じて防衛省による監査を行うこと

ウ 算出する経費区分についてはあらかじめ防衛省と調整すること

⑹ 下請企業等が直接補用品等を販売した場合は、当該補用品等の売上に対す

る利用料を当該下請企業等が契約企業に納め、当該契約企業から国へ納付

するものとする。

なお、この場合の基本額の計算式及び利用料率は、契約企業と同じ計算式

及び利用料率を用いるものとする。

５ 利用料率の計算

第３項の計算式における利用料率は、次の計算式により、その値を計算する

ものとする。

利用料率（パーセント）＝基準率（パーセント）×寄与率（パーセント）×条

件率（パーセント）

６ 基準率の計算

⑴ 前項の計算式における基準率は、次表の左欄に掲げる基本額の区分に応

じ、同表の右欄に掲げる値とする。

基本額 基準率（パーセント）

第４号（１）アの計算式による基本額とする場合 ２

第４号（１）イの計算式による基本額とする場合 １０

⑵ 契約期間中に部外転用で契約企業が得た総収益が、部外転用に伴い契約企

業が負担する開発経費を上回った場合、次回の同型装備品等の部外転用契約

において、前号で定めた基準率は、次表の左欄に掲げる基本額の区分に応

じ、同表の右欄に掲げる値に変更することができるものとする。

基本額 基準率（パーセント）

第４号（１）アの計算式による基本額とする場合 ３

第４号（１）イの計算式による基本額とする場合 ２０

⑶ 基準率は、部外転用契約に定め、同契約期間中は変更しないものとする。

７ 寄与率の計算

⑴ 第５項の計算式における寄与率は、次の計算式により、その値を計算する

ものとする。



なお、部外転用されない部品とは、防衛省装備品等に使用されている部品

であって、部外転用装備品等には使用されないものをいう。以下次号及び第

３号において同じ。

寄与率（パーセント）＝（防衛省装備品等の開発経費－部外転用されない部

品の開発経費）÷部外転用装備品等の総開発経費

×１００

⑵ 前号の計算式における部外転用装備品等の総開発経費は、次の計算式によ

り、その値を計算するものとする。

部外転用装備品等の総開発経費＝防衛省装備品等の開発経費－部外転用され

ない部品の開発経費＋部外転用に伴い契約

企業が負担する開発経費

⑶ 第１号の計算式における部外転用されない部品の開発経費は、契約企業が

販売する部外転用装備品等の仕様ごとに定めるものとする。また、部外転用

装備品等の総開発経費又は防衛省装備品等の開発経費の特定が困難な場合

は、寄与率を１００パーセントとして取り扱うものとする。

⑷ 第２号の計算式における計算要素のうち、契約企業の販売状況には影響さ

れない要素については、部外転用契約を締結する際に定めるものとする。

⑸ 補用品等に乗じる寄与率は、当該補用品等を利用する部外転用装備品等で

定めた寄与率を用いるものとする。ただし、補用品等のみを部外転用する場

合は、次の計算式により、その値を計算するものとする。このとき、当該補

用品等に対する防衛省の開発経費の特定が困難な場合は、寄与率を１００パ

ーセントとして取り扱うものとする。

寄与率（パーセント）＝当該補用品等に対する防衛省の開発経費÷当該補用

品等の総開発経費×１００

８ 条件率の計算

⑴ 第５項の計算式における条件率は、１００パーセントを基準値とし、次表

の左欄に掲げる事項が同表の中欄に掲げる条件を満たす場合には、同表の右

欄に掲げる値を基準値から差し引いた値とする。

事項 条件 基準値から差し引く値（パ

ーセント）

量産効果による調達経費の低 量産効果による調達経費の低 ２０

減 減が確認できること

派生技術の提供 部外転用の実施により生じる １０

派生技術の提供を認めること

生産情報の提供 部外転用装備品等の生産に関 １０

する情報の提供を認めること

運用情報の提供 部外転用装備品等の運用に関 １０

する情報の提供を認めること



⑵ 前号の表の左欄に掲げる量産効果による調達経費の低減については、量産

効果による調達経費の低減が確認できた年度から適用する。当該事項は原

則次年度以降も適用するが、必要に応じ、見直しを行うものとする。

⑶ 第１号の表の左欄に掲げる派生技術の提供については、部外転用契約を締

結する際に提供の可否を定めるものとする。

⑷ 第１号の表の左欄に掲げる生産情報の提供については、契約企業の販売状

況を踏まえて提供の可否を定めるものとする。

⑸ 第１号の表の左欄に掲げる運用情報の提供については、契約企業の販売状

況を踏まえて提供の可否を定めるものとする。また、同表に掲げる運用情

報の提供に関する条件について、特定の一部を満たす場合は、基準値から

差し引く値を５パーセントとする。

⑹ 第１号の表の左欄に掲げる事項のうち、派生技術の提供、生産情報の提供

及び運用情報の提供について、契約期間中に契約企業が変更を申し出てき

た場合は、その内容に応じて必要な措置をとるものとする。

⑺ 補用品等に乗じる条件率は、当該補用品等を利用する部外転用装備品等で

定めた条件率を用いるものとする。ただし、補用品等のみを部外転用する場

合は、当該補用品等について、第１号の表の左欄に掲げる事項が同表の中欄

に掲げる条件を満たすかどうかを確認した上で、条件率を定めるものとす

る。

９ 算定要領の見直し

本算定要領は、必要に応じて見直すものとする。


